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■論　文

正規と非正規の就業形態および
その賃金格差の要因に関する日中比較（上）

馬　欣欣
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まとめ

はじめに

1990年代以後，日本においても，中国においても，非正規就業者が増加している。両国とも，非

正規就業が主な就業形態の一種となっている。日本と中国の両国は，経済発展過程，労働雇用制度，

社会保障制度などが同じではないため，正規と非正規の就業状況は異なると考えられる。以下では，

中国と日本における歴史的な正規と非正規の就業状況の変化を概観する。

まず，中国においては，計画経済時期（1949～1977年）に重工業の発展を優先させる政策が重視

された。この結果，都市者の就業と福利厚生を保障するため，1958年以降，戸籍制度によって，農

村と都市が分離され，中央政府が農村労働者を調達すること以外，農村から都市への労働移動が禁

止された（宋・黄・ 2006）。その時期には，国有部門（国有企業，集団企業，国家機関およびそ

の関連部門）の従業員は，ほぼ全員が正規就業者であり，とくに文化大革命期（1966～1976年）に

は，非正規就業者は存在しなかった（山本　2000；丸川　2002）。しかし，市場経済期（1978年～

現在）に入ると，戸籍制度の規制緩和とともに，農村から都市への労働力移動が徐々に増加し，国

家統計局の資料によれば，2006年に都市で1か月以上住居する出稼ぎ農民労働者は約1.3億人であっ

た。出稼ぎ農民者は，学歴が低く，彼らの大多数が非正規就業者として雇用され，日本的にいえば

「３K」（1）の職業につき，低い賃金しか獲得できていない（Robert 2001; Meng 2001； 蔡･白

2006； 馬　2007a, 2008a, 2008b）。また，1990年代以降，国有企業の雇用調整が促進された。それ

に伴って一部の従業員がレイオフ失業者になり，国有企業の雇用人数が激減した。レイオフ失業者

の大多数は，国有企業の中高年者であり，彼らは，文化大革命の影響を受け，教育水準が若いコー

a 「３Kの職業」とは，「きつい，きたない（汚い），きけん（危険）」と言われる職業である。
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ホート層より低いため，再就職をしても，大多数が非正規者として就業している（Appleton・

Knigh・宋･夏　2004；Knight・李　2004； 馬　2008c）。さらに，外資・民営企業の雇用就業者の

人数が増加した（Knight, Song and Jia 1999； Knight・李 2004； 馬　2008c）。外資・民営企業に

おける就業者の大多数は，短期契約者（非正規就業者）である。よって現在の中国都市における就

業形態は，国有部門の正規就業者と，出稼ぎ農民労働者，レイオフ失業後の再就職者，外資・民営

企業の就業者などによって構成された非正規就業者に分けられる。Meng and Zhang（2001），

Margaret and Ngan（2004），馬（200７a, 2008a, 2008b）は，都市労働者と出稼ぎ農民労働者間の賃

金格差が存在することを指摘している。

次に，日本について概観する。日本では，1990年代以降，派遣労働法などの規制緩和に伴い，非

正規就業者が増加している（2）。非正規就業者は，女性のほうが男性より圧倒的に多い（3）。現在，日

本企業の内部労働市場においては，男性が基幹労働者（正規社員）として雇用される一方，女性は，

補助的な仕事に従事させられる。「結婚退職」や「出産退職」などの企業慣行が依然として存在し，

女性は結婚・出産の際に離職した後に，再就業をしても，ほとんど非正規社員として雇用され，教

育水準や過去の就業経験が十分に評価されない（四方・馬　2006）。また，1990年代以降，フリー

ターが増加し，教育水準が低いほどフリーターになる確率が高くなり，フリーターを経験した後の

賃金は，フリーター経験のない労働者より低いことが指摘されている（酒井・樋口　2005）。まと

めると，日本における就業形態は，男性正規就業者，若年層の女性正規就業者と，既婚女性，若年

フリーターなどによって構成された非正規就業者に分けられる。永瀬（1994, 1997），金子・杉橋・

山下（2005）は，日本において，正規と非正規間の賃金格差が存在することを示している。

以上の概観から，日本と中国の就業者を取り巻く労働市場の状況が異なるが，1990年代以後，日

本においても，中国においても，非正規就業者が増加しており，正規就業者と非正規就業者間の賃

金格差（以下では，「正規と非正規間の賃金格差」と呼ぶ）の拡大は両国共通の問題となっている。

しかしながら，現在までに，日中とも，正規と非正規間の賃金格差の要因に関する計量分析は少な

い。さらに，正規と非正規間の賃金格差に関する日中比較を行うことは，一国の研究の限界を超え

て，両国の労働市場の構造を深く理解することを可能にするため，重要であると考えられる。本稿

は，中国および日本を対象とした正規と非正規間の賃金格差の要因に関するはじめての実証研究で

ある。

本稿の構成は以下の通りである。第１節で先行研究をサーベイした上で，仮説を設定する。第２

節では，仮説検証のための計量分析の枠組みについて説明する。第３節では，この分析の枠組みに

基づく計量分析を行い，仮説を検証する。最後に，結論と政策示唆をまとめる。
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s 『労働力調査』（『労働力特別調査』）によれば，パート・アルバイトや派遣社員・契約社員などから構成さ

れる非正規就業者は，1990年に881万人であったが，2005年に3300万人と約3.75倍に増加し，全体の就業者に

占める割合が同期間に19％から30％へと増加した。

d 総務省統計局の2006年の『労働力調査』によれば，非正規者が全体の就業者に占める割合は，男性が16％

であったが，女性が50.2％で多かった。また，OECD（2006）「Labor Force Statistics」によって，日本では

パート労働者での女性の割合は1995年が70.3%，2000年が69.7％，2005年が67.7％で男性より多かった。
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１　先行研究のサーベイと本稿の特徴

（1）正規と非正規間の賃金格差に関する諸理論仮説

正規と非正規間の賃金格差の要因は，以下のような諸理論によって説明されている。まず，「人

的資本理論」（Becker 1964; Mincer 1974）によれば，学校教育（学歴）を通じて形成される「一般

人的資本」と仕事を通じた技能・知識を習得する機会，すなわち企業内の教育訓練によって形成さ

れる「企業特殊的人的資本」の上昇によって，従業員の生産性が向上し，賃金が上昇することが説

明されている。この理論に基づけば，正規と非正規において，学歴や経験年数などの人的資本の量

が異なるため，正規と非正規間の賃金格差が生じると考えられる。

次に，人的資本を含む他の属性要因が一定であっても，Becker（1957）の「雇用主の偏見」と，

Arrow（1972, 1973），Phelps（1972）などの｢統計的差別理論｣によれば，正規と非正規間の差別的

取り扱いが存在し，両者間の賃金格差が生じることも考えられる。

もう１つの理由として，労働市場の分断化が挙げられる。Piore（1970），Doeringer and Piore

（1971）の「二重労働市場の仮説」（Dual labor markets）によれば，労働市場が制度的に第一次労働

市場（primary market）と第二次労働市場（secondary market）の２つに分断されるため，賃金格差

が生じると考えられる。第一次労働市場とは，高い賃金，よい労働条件，安定的雇用，組織内部で

の配置転換や昇進昇格を繰り返し，熟練を形成してゆく労働市場である。第二次労働市場とは，第

一次労働市場に対して，低い賃金，劣悪な労働条件，高い労働移動率，少ない教育訓練，低い昇進

機会などによって特徴づけられる労働市場である。二重労働市場の仮説によると，第一次労働市場

に就業する労働者は，ほぼ正規就業者であり，第二次労働市場に就業する多くの労働者は，非正規

就業者であるため，労働市場の分断化が存在し，正規と非正規間の賃金格差が生じると考えられる。

（2）実証研究のサーベイ

以下では，これらの理論仮説に基づく正規と非正規間の賃金格差に関する実証分析についてサー

ベイし，主に正規と非正規間の賃金格差に関する要因分解の先行研究をまとめる。要因分解のモデ

ルでは，正規と非正規間の賃金格差は，人的資本などの各要因の量の格差（本稿では，「属性格差」

と呼ぶ）と，各要因の量の格差によって説明できない差異（本稿では，「非属性格差」（4）と呼ぶ）

の２種に分けられる。

まず，欧米に関する先行研究について検討して行こうと思う。Ermisch and Wright（1991）は，

イギリス既婚女性に対する調査の個票を用い，正規，非正規，無業の就業形態による非ランダムの

バイアスを修正した賃金関数を推定し，経験年数で示される「在職人的資本」（on-the job

investment in human capital），教育水準で示される一般的人的資本が正規の賃金に与える影響は，

非正規より大きいことを示している。

Barrett and Doiron（2001）は，カナダの1989年 LMAC（Labor Market Activity Survey）の男女計

19
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f 具体的に言えば，非属性格差とは，差別的取り扱いの要因や，観察できない要因（例えば，個人の能力）

などの要因に基づく賃金格差である。
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のサンプルを用い，正規，自発的パート，非自発的パートの選択によるサンプル・セレクション・

バイアスを修正した男女別の賃金関数を推定した上で，正規と自発パートの賃金格差および正規と

非自発パートの賃金格差に関する要因分解を行っている。その結果，賃金格差への寄与度は，女性

の正規と自発的パートの場合，非属性格差が50％，属性格差が50％であり，男性の正規と自発的パ

ートの場合，非属性格差が39％，属性格差が61％であり，女性の正規と非自発的パートの場合，非

属性格差が52％，属性格差が48％であり，男性の正規と非自発的パートの場合，非属性格差が43％，

属性格差が57％であり，非属性格差の影響は，女性のほうが男性より大きいことを示している。

Baffoe-Bonnie（2003）は，アメリカの2000年CPS（Current Population Survey）の男女計のサン

プルを用い，サンプルの非ランダムのバイアスを修正した正規と非正規の賃金関数を推定した上で，

正規と非正規間の賃金格差に関する要因分解を行い，正規と非正規間の賃金格差は13.94であり，

このうち，非属性格差は13.71，属性格差は0.23であり，非属性格差の影響が属性格差より大きいこ

とを明らかにしている。

Baffoe-Bonnie（2004）は，アメリカの1993年CPSの男女計のサンプルを用いて正規と非正規の

賃金関数を推定し，非正規に比べ，正規就業者の年齢と教育水準が高いことと，サンプルの非ラン

ダムのバイアスが正規と非正規の賃金関数に影響を与えるため，そのバイアスを修正することが必

要であると指摘している。

次に，中国に関する先行研究についてまとめる。Meng and Zhang（2001）は1995年と1999年上

海社会科学院人口研究所の上海流動労働力調査の個票を利用し，Oaxaca要因分解の分析を行い，

都市労働者と出稼ぎ農民労働者間の賃金格差の要因について，属性格差が賃金格差の50.82％に寄

与し，非属性格差が賃金格差の49.18％に寄与することを示している。

Margaret and Ngan（2004）は，2000年中国都市労働力市場の共同調査（北京，南京，武漢，西

安，天津，長春で118社4873人に対して実施した調査）の個票を利用し，都市労働者，レイオフ失

業者，レイオフ失業後の再就業者，出稼ぎ農民労働者の賃金格差に関するOaxacaの要因分解分析

によって，出稼ぎ農民労働者と都市労働者間の賃金格差への寄与度は，属性格差が5.89％，非属性

格差が94.11％であり，都市労働者と都市再就業者間の賃金格差への寄与度は，属性格差が－8.48％，

非属性格差が108.48％であることを示している。

馬（200７a, 2008a, 2008b）は2002年中国都市部家計調査（CUHIP2002）と2002年中国出稼ぎ農

民労働者調査（CRHIP2002）の個票を利用し，都市正規，都市非正規，農民非正規の三者間の賃金

格差に関するOaxaca要因分解の分析を行い，都市正規と農民非正規間の賃金格差への寄与度は，

属性格差が25.46％，非属性格差が74.54％であり，都市正規と都市非正規間の賃金格差への寄与度

は属性格差16.05％，非属性格差が83.95％であり，都市非正規と農村非正規間の賃金格差への寄与

度は属性格差が99.23％，非属性格差が0.77％であることを明らかにしている。

最後に，日本に関する先行研究をみる。日本において，正規と非正規間の賃金格差の要因分解に

関する計量分析は少ないが，以下のような先行研究がある。

永瀬（1994）は，パートと正規就業者の賃金を分析し，女性の就業形態選択のバイアスを修正し

た賃金関数を推定し，家族構成要因（子供の数や末子の年齢など）が，それぞれの賃金に与える影

響は異なることを指摘している。また，永瀬（1997）は，パートと正規社員間の賃金格差が存在し，

20 大原社会問題研究所雑誌　No.601／2008.12
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属性要因をコントロールしても，その賃金格差が依然として存在することを確認している。

金子・杉橋・山下（2005）は，正規と非正規就業者の年間所得格差について，1992年，1997年お

よび2002年の就業構造基本調査のリサンプリング・データを利用し，Oaxaca要因分解の方法を用い

て分析している。その結果，男性の正規と非正規において，非属性格差に起因する所得格差は，年

間所得格差の約半分であり，女性の正規と非正規において，非属性格差に起因する所得格差が，年

間所得に占める割合は若干低くなると指摘している。その理由として，男女雇用機会均等法の実

施・改正のもとで，とくに女性の正規就業者の高学歴化や継続就業年数の長期化が進行した一方で，

女性の非正規就業者では，高学歴化や継続年数が大きく変化しなかったことにあると指摘している。

本稿の分析は，以上に挙げた先行研究と比べて，いくつかの長所をもっている。第一に， 正規

と非正規間の賃金格差について，日本と中国の両方を含む要因分解の分析が行われていないため，

正規と非正規間の賃金格差の要因において，日中の共通性と相違性は明確ではない。本稿では，日

本と中国における正規と非正規間の賃金格差の要因について，それぞれの分析を行った上で，日中

比較を行う。また，実証分析では，日本および中国の労働市場の状況を考慮し，日本と中国の調査

票の質問項目に基づいて，日本と中国における正規と非正規の就業形態を分類する（5）。

第二に，金子・杉橋・山下（2005）は，正規と非正規間の所得格差に関する要因分解を行ったが，

被説明変数を年間所得とした。しかし，一般的に非正規就業者と正規就業者の労働時間は異なる。

そのため，この研究は正規と非正規間の賃金格差に関する分析になっていないと考えられる。本稿

では，労働時間が所得に与える影響を考慮し，時間あたり賃金率を用いた正規・非正規間の賃金格

差に関する計量分析を行う。

第三に，永瀬（1994,1997）と馬（2007a, 2008a, 2008b）以外の先行研究において，賃金関数の推

定は，ほとんどが最小自乗法（OLS）である。しかし，就業形態別賃金関数のOLS推定では，サン

プルの非ランダムのバイアスが考慮されないため，結果に推定バイアスの問題が残ると考えられる。

先行研究の問題点を踏まえ，本研究では，正規者と非正規者の賃金関数の推定ではスイッチングモ

デル（Switching regression model）を用いる（6）。

第四に，先行研究では，女性の正規と非正規間の賃金格差に関する分析は蓄積されているが，男

性を分析対象とする実証分析は少ない。本稿では，男性と女性に分けて分析し，それぞれの正規と

非正規間の賃金格差の要因を明らかにした上で男女比較も行う。

（3）仮説設定

本稿では，前述した日本と中国における労働市場の状況と先行研究に基づいて，以下の３つの仮

説を提起している。
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g 正規と非正規の区分については，第３節の「用いたデータと変数設定」の部分を参照されたい。

h スイッチングモデルについては，第３節の「推定モデル」の部分を参照されたい。他の修正方法について

は，正規，非正規，無業に関する順序プロビット分析に基づく修正法もある（Ermisch and Wright 1991）。

本稿では，最初にErmisch and Wright（1991）に基づいて分析したが，中国女性，中国男性，日本男性の場

合，無業に関する修正項の推定値は有意ではない。したがって，本稿ではスイッチングモデルを用いている。

大原601-02論文(上)  08.11.12  1:52 PM  ページ21



第一に，属性格差と非属性格差の影響について考える。①属性格差の影響については，人的資本

理論によれば，正規と非正規就業者において，学歴，経験年数などの各要因の量が異なれば，労働

生産性の格差が生じる。そのため，正規と非正規の賃金が異なると考えられる。②非属性格差の影

響については，雇用主の偏見仮説と統計的差別理論によれば，人的資本要因が同じでも，各要因の

量の差異によって説明できない部分，例えば，各要因に関する評価の差異，差別的取扱いの問題が

存在すれば，正規と非正規間の賃金格差が生じることも考えられる。③本稿では，日本と中国の現

状および先行研究を参考にし，日中両国とも，差別的取り扱いに起因する部分が，正規と非正規間

の賃金格差に与える影響は，労働生産性の量の差異に起因する部分より大きいと推測している。

第二に，非属性格差の影響における男女差異についてみる。男女差異の理由は，男性と女性のラ

イフスタイルが異なることにあると考えられる。男性の場合，大多数は，家計の主な稼得者として，

生涯を通じて労働市場で働く。一方，女性の場合，就業と家庭の二者択一を迫られる。仕事を重視

する女性が正規者を選択し，家庭を重視する女性が非正規者を選択する可能性が高い。統計的差別

理論や雇用主の偏見仮説によると，男性に比べ，女性の場合，正規者と非正規者間の就業意欲に大

きな差異があると判断されれば，正規と非正規間の差別的取扱いの問題は，女性の方が男性より顕

著であると考えられる。つまり，非属性要因がその賃金格差に与える影響は，女性が男性より大き

いと考えられる。

第三に，非属性格差における日中比較に関して検討する。中国に比べ，日本の場合，男女間賃金

格差が大きく，とくに非属性格差の影響は，日本が中国より大きく，日本の場合，男女の差別的取

り扱いの問題が深刻化している（馬2007b, 2007c）。したがって，非属性格差が正規と非正規の賃金

格差に与える影響は，日本女性が一番大きいと考えられる。

まとめと，本稿の仮説は以下の通りである。

［仮説１］：日本においても，中国においても，男女とも，非属性格差が正規と非正規間の賃金格

差に与える影響は，属性格差の影響より大きい。

［仮説２］：日中とも，非属性格差が正規と非正規間の賃金格差に与える影響は，女性が男性より

大きい。

［仮説３］：中国に比べ，日本の場合，非属性格差が正規と非正規間の賃金格差に与える影響は大

きい。非属性要因の影響は，日本女性が一番大きい。

以下では，仮説検証に関する分析の枠組みについて説明する。

２　分析の枠組み

（1）推定モデル

計量分析の手順としては，まず，サンプル・セレクション・バイアスを修正した賃金関数を推定

する。次に賃金関数の結果を利用し，賃金格差に関する要因分解を行う。

ただし，賃金関数の推定方法について，以下のことを考慮することが必要である。第一に，就業

するかどうかの選択によるサンプル・セレクション・バイアスの問題である。Heckman（1976）

は，賃金関数のOLS推定では，就業しない者を考慮しない場合，サンプル・セレクション・バイア
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スが発生し，ヘックマンの二段階の推定が必要であることを指摘している。ただし，本稿では，ヘ

ックマンの二段階推定法を用いていない。その理由は，以下の２点である。①本稿では，最初に

就業者と無業者を含む標本を利用し，ヘックマンの二段階の推定を行った。ただし，日本女性以外

には，逆Mill’s比が有意ではない結果が得られた。つまり，日本女性以外にはセレクション・バイ

アスが確認されていない。②日本女性に関しては，セレクション・バイアスの問題が存在する可

能性があるが，Manski（1989）は，ヘックマンの二段階の推定結果には，識別制限（identifying

restrictions）や頑健性の欠如（general lack robustness）などの問題があり，つまり，ロバスト性

が低い可能性があると指摘している。そのため，本稿でヘックマン二段階法を採用していない。

第二に，就業形態の選択によるセレクション・バイアスの問題である。例えば，正規就業者の賃

金は，正規就業者のみが観察できるため，就業形態に属する確率を考慮しない場合，推定結果にバ

イアスがあることが考えられる。この問題を解決するため，本稿では，スイッチング分析モデル

（switching regression model）を用いる（Maddala 1983）。

以下では，本稿の推定モデルを定式化する。まず，スイッチング分析モデルの推定式を（1）式

から（4）式で示す。

（1）式から（3）式において，添字 iは個人 i，1nW1iと 1nW2iは正規と非正規の賃金の自然対数，

Xiは正規と非正規の賃金に影響を与える各要因（例えば学歴，勤続年数，職業，産業，地域など），

ε1iとε2iはそれぞれの賃金関数の誤差項を示す。就業形態に属する確率関数（スイッチ関数）の推

定式を（3）式で示す。その確率は，1nW1iと 1nW2iに影響を与える各要因 Xi，それ以外の要因 Zi

（例えば，婚姻状況，失業経験）によって決定される。δは 1nW1iと 1nW2iに影響を与える要因 Xiの

推定係数，γ他の要因 Ziの推定係数を示す。

スイッチング回帰モデルの分析手順としては，まず，各労働者が正規と非正規の２部門に属する

確率を計算する。次に，これらの確率をウェイトとした２部門の賃金関数における誤差の期待値を

計算した上で，最尤法を用いて誤差の合計値を最小化にするように，賃金関数を推定する。このよ

うに，賃金関数の誤差に関するセレクション・バイアスを考慮した対数尤度方程式は，以下の（4）

式で示される。

（4）式において，Fは累積正規分布，fは正規密度，wiは就業者 iの確率ウェイトをそれぞれ示す。

ηiは（5）式で示される。

（5）式のρjは，ε1とu，ε2と uの相関係数を示す。尤度を最大化にすることによって，1nσ1，1n

σ2，1nσρが計測される。

（5）�j ＝１，２（正規，非正規）�

（4）�

（1）�

（2）�

（3）�
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ρjとathρjの関係は，（6）式で示す。

スイッチ関数と賃金関数を識別可能にするため，スイッチ関数では，賃金関数の各説明変数に，

婚姻状況と失業経験の説明変数（既婚ダミー，失業経験ダミー）を加える。

次に，正規と非正規間の賃金格差に関する要因分解の推定式を説明する。Oaxaca（1973），

Blinder（1973）とReimer（1983）によれば，賃金格差は，労働生産性の要因に基づく賃金格差

（差異 differentials）と労働生産性の要因が同じでも賃金における取り扱いが異なること（差別

discriminations）との２つに分けられる。Oaxaca（1973），Blinder（1973）とReimer（1983）は，

前者を「属性要因に基づく格差」（各要因の量の違いによる賃金格差，本稿では「属性格差」と呼

ぶ），後者を「非属性要因に基づく格差」（各要因の量の違いによって説明できない賃金格差，本稿

では「非属性格差」と呼ぶ）と定義している。

すなわち，βiとβirは（1）式と（2）式で求められた説明変数の推定値（下付きの添え字 rと ir

は正規，非正規をそれぞれ表す）であり， は説明変数の平均値であるとすると，賃金格差

は，属性格差としての あるいは ，および非属性格差として

の あるいは に分けられる。すると，（1）式は（7）式と（8）式のよ

うに展開される。

要因分解の（8）式について，推定基準によって２種類の推定結果が得られる問題，つまり，イ

ンデックス・ナンバー（index number）の問題が存在すると考えられる。本稿では，この２種の推

定式によって要因分解を行ったが，これらの分解結果の傾向がほぼ同じである。そのため，正規就

業者を基準にする結果（上の式）のみを掲載している。

（2）用いたデータと変数設定

本稿では，2002年中国都市部家計調査（CHIP2002）と2004年慶應義塾大学家計パネル調査

（KHPS2004）の個票を使用する。CHIP2002は，国家統計局の調査から層化2段階無作為に抽出した

都市居住者（7）の6835世帯，20632人に対する大規模な家計調査である。その調査範囲は，12省・直

轄市（北京市，甘粛省，江蘇省，遼寧省，山西省，四川省，河南省，安徽省，重慶市，広東省，湖

北省，雲南省）である。KHPS2004は慶應義塾大学によって，2004年に第一回目の調査が実施され

た家計パネル調査である。KHPS2004は日本全国を代表するように選ばれた4000人を対象に実施さ

（7）�

（8）�

属性格差� 非属性格差�

非属性格差�属性格差�

と�

（6）�

j CHIP2002では，都市居住者は，都市で就業している都市戸籍者と農民戸籍者（出稼ぎ農民労働者）の両方

を含む。
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れ，対象者の就業や所得などの幅広い項目を調査している。CHIP2002とKHPS2004では，個人の豊

富な情報（学歴，性別，年齢，婚姻状況，就業形態，賃金所得，職業，企業規模，産業など）が利

用できる。

次に，実証分析での正規就業者と非正規就業者の分類についてみる。中国の場合，CHIP2002の質

問項目に基づいて，「正規＝企業事業単位『固定工』（公務員を含む）＋『長期契約者』」，「非正規＝

『臨時あるいは短期契約者』＋『労働契約なし者』」のように分類する。日本の場合，KHPS2004の質

問項目に基づいて，「正規＝『常勤の職員・従業員（正規社員）－役職なし』＋『常勤の職員・従業

員（正規社員）－役職あり』」，「非正規＝『契約社員』＋『アルバイト・パートタイマー』＋『派遣

社員』＋『嘱託』＋『委託労働・請負（雇用関係にない者）』」のように分類する。

サンプルの選定については，KHPS2004の調査対象は19歳以上であるため，本稿では分析対象の年

齢を20～59歳に限定する。 自営業主と会社経営者を除き，欠損値を除外すると，中国においては，

正規と非正規就業者の総計は9820人，うち正規就業者7139人，非正規就業者2681人になる。日本にお

いて，正規と非正規就業者の総計は1884人，うち正規就業者1071人，非正規就業者は813人になる。

被説明変数については，日中とも，賃金関数の被説明変数として「時間あたり賃金率の自然対数」

を用いる。賃金は，税引き後の基本給，賞与，手当によって構成され，金融財産所得，移転所得や

現物所得などは含めない。賃金率は，賃金を対応する労働時間で割ったものである。具体的には，

中国の場合，まず，CHIP2002における年間賃金所得の質問項目に基づいて月給を求める。次に，

月給を毎月の労働時間で割って，時間当たり賃金率を算出した。日本の場合，時間当たり賃金率は，

KHPS2004における時給，週給，月給，年給と賞与の合計値をそれぞれに対応する労働時間で割っ

たものである。また，残業時間の賃金は，通常賃金の1.25倍にして調整した。

説明変数については，日中とも，経験年数は，「経験年数＝年齢－教育年数－６」として算出す

る。次に，婚姻状況，性別，失業経験の影響をコントロールするため，「既婚ダミー」（既婚＝１，

未婚＝０），「女性ダミー」（女性＝１，男性＝０），「失業経験ありダミー」（調査時点までに失業経

験あり＝１，失業経験なし＝０）のそれぞれのダミー変数を設定している。また，日本および中国

の調査票の設問項目に基づいて職業を管理職，専門技術職，現場生産職，サービス職，その他の５

種に分けて設定している。また，企業規模ダミーを「1～99人」，「100～499人」，「500～999人」，

「1000人以上＋官公庁」の４種に分けて設定しており，産業を第一次産業，第二次産業，第三次産

業の３種に分けてダミー変数を設定している。最後に，地域によるマクロ経済環境の影響をコント

ロールするため，日中とも，地域に関するそれぞれのダミー変数を設定している（8）。

（3）データの観察

標本の記述統計量を表１で示している。平均値をみると，以下のことが観察される。

第一に，日中とも，正規労働者は，女性の割合（日本が25.30%，中国が41.25％）が男性より少

ない。一方，非正規労働者は，女性の割合（日本が60.64%，中国が52.52％）が男性より多い。中

25
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k 中国において，北京市，湖北省や広東省などの12省・直轄市に従って12地域ダミーを設定している。日本

において，関東，中国，近畿や九州などの８地域ダミーを設定している。
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国に比べ，日本女性が非正規就業に集中することがうかがえる。

第二に，経験年数について，中国の場合，正規が23.2958年，非正規が21.7788年である。日本の

場合，正規が23.0756年，非正規が24.9508年である。日中とも，正規・非正規間における経験年数

の大きな差が見られない。ただし，中国の場合，正規就業者の経験年数が非正規より若干長い。一

方，日本の場合，正規就業者の経験年数は，非正規より若干短い。

第三に，学歴については，日本と中国の学歴構成が異なっている。中国に比べ，日本の場合，高

学歴者の割合が多い。例えば，正規就業者において，大卒の割合は，日本が36.41%，中国が

26 大原社会問題研究所雑誌　No.601／2008.12

中国 日本

正規 非正規 正規 非正規

賃金率 1.6360 1.0870 7.6142 7.0377

性別 女性 0.4125 0.5252 0.2530 0.6064

人的資本 経験年数 23.2958 21.7788 23.0756 24.9508

中学以下 0.2173 0.3708 0.0355 0.0689

高校＋高専 0.3914 0.4502 0.4725 0.5597

短大 0.2625 0.1388 0.1279 0.1488

大学 0.1277 0.0403 0.3641 0.2226

婚姻状況 配偶者あり 0.9109 0.8146 0.7386 0.7380

職業経歴 失業経験あり 0.0410 0.4338 0.0467 0.1451

職業 管理職 0.1422 0.0231 0.0962 0.0111

専門技術職 0.2596 0.0925 0.2054 0.1058

現場生産職 0.3086 0.2268 0.2558 0.2534

事務職 0.2198 0.1611 0.2101 0.1562

その他 0.0688 0.4931 0.2325 0.4736

企業規模 １～99人 0.3133 0.6818 0.4099 0.7146

100～499人 0.2888 0.1779 0.2101 0.1218

500～999人 0.1203 0.0627 0.0616 0.0357

1000人以上 0.2775 0.0776 0.3184 0.1279

産業 第一次産業 0.0364 0.0060 0.0345 0.0627

第二次産業 0.3169 0.2044 0.3352 0.2325

第三次産業 0.6467 0.7896 0.6303 0.7048

地域 地域１（P１） 0.0775 0.1007 0.0401 0.0369

地域２（P２） 0.1010 0.0474 0.0840 0.0701

地域３（P３） 0.0937 0.1514 0.3399 0.3137

地域４（P４） 0.1021 0.0914 0.2017 0.1513

地域５（P５） 0.0685 0.0571 0.1354 0.2091

地域６（P６） 0.1009 0.0768 0.0626 0.0701

地域７（P７） 0.1055 0.0854 0.0317 0.0283

地域８（P８） 0.0768 0.1429 0.1046 0.1205

地域９（P９） 0.0412 0.0407

地域10（P10） 0.0714 0.1130

地域11（P11） 0.1024 0.0429

地域12（P12） 0.0591 0.0504

標本数 7139 2681 1071 813

表１　日本と中国における標本の記述統計量（平均値）

出所：CUHIP2002とKHPS2004により計算
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12.77％である。非正規就業者において，大卒の割合は，日本が22.26%，中国が4.03%である。日本

においても，中国においても，高学歴の割合は，正規のほうが非正規より多い。日中とも，正規と

非正規間に教育水準の格差が存在することが示される。

第四に，職業について，日中とも，専門技術職，現場生産職，事務職の割合は，正規が非正規よ

り多い。日中両国とも，正規と非正規間の職業分布の差異が存在することが示される。

各要因別の正規と非正規の賃金所得（月給）（9）の状況を表２で示している。正規と非正規間の賃

金格差について，正規賃金を１とした場合の非正規賃金の比率を見ると，以下のことがわかる。

第一に，全体的にみると，非正規の平均賃金と正規の平均賃金との比率は，中国が約８割であり，

日本が約５割である。日中とも，非正規の賃金は正規より低いが，中国に比べ，日本の場合，正規

と非正規間の賃金格差は大きい。

第二に，学歴別の賃金格差については，大卒者の場合，中国が0.99，日本は0.35である。中卒以

l ここで表２の数値は，日中とも，月給であることに留意しておく。

表２　日本と中国における正規者と非正規者の平均賃金の比較

出所：CUHIP2002とKHPS2004により計算

注：1）賃金の数値は月給である。

「非正規/正規」とは，正規賃金を１とした場合の非正規賃金の比率。

中国 日本

正規 非正規 非正規/正規 正規 非正規 非正規/正規

（元/月） （元/月） （万円/月） （万円/月）

学歴 中学以下 845.46 698.46 0.83 37.33 28.24 0.76

高校＋高専 1015.51 813.32 0.80 42.05 18.71 0.44

短大 1215.63 969.43 0.80 39.98 14.98 0.37

大学 1519.58 1509.60 0.99 58.58 20.77 0.35

年齢層 20～29歳 878.20 763.94 0.87 26.28 11.15 0.42

30～39歳 1022.05 818.33 0.80 44.54 17.68 0.40

40～49歳 1129.50 812.14 0.72 53.55 20.56 0.38

50～59歳 1267.80 940.84 0.74 58.63 21.73 0.37

性別 男性 1161.63 956.07 0.82 53.04 33.22 0.63

女性 1001.63 697.83 0.70 30.97 10.09 0.33

職業 専門技術職 1255.88 1163.89 0.93 55.16 24.53 0.44

現場生産職 886.10 730.39 0.82 39.05 23.15 0.59

事務職 1096.42 934.15 0.85 43.28 11.86 0.27

サービス職 764.86 725.63 0.95 41.07 17.40 0.42

企業規模 1～99人 1061.08 786.25 0.74 36.23 21.84 0.60

100～499人 1116.20 853.67 0.76 44.71 11.87 0.27

500～999人 1063.04 867.10 0.82 51.35 12.97 0.25

1000以上＋官庁 1127.35 1007.17 0.89 64.27 14.89 0.23

産業 第一次産業 865.13 1443.37 1.67 38.38 24.70 0.64

第二次産業 917.83 865.46 0.94 47.93 23.00 0.48

第三次産業 1195.71 804.09 0.67 48.38 17.41 0.36
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下の者の場合，中国が0.83，日本が0.76である。中国の場合，学歴が高いほど，正規と非正規間の

賃金格差が小さくなる。しかし，日本の場合，学歴が高いほど，その賃金格差が大きくなる。

第三に，コーホート別の賃金格差については，日中とも，年齢が若いほど，正規と非正規間の賃

金格差が小さく，年齢の上昇とともに，正規と非正規間の賃金格差が拡大する。これから見ると，

日本においても，中国においても，若年層の非正規者が，正規就業者へ転換できなければ，正規と

非正規間の賃金格差が拡大してくる可能性は高いと考えられる。

第四に，正規と非正規の賃金格差における男女の差異については，日中とも，その賃金格差は女

性（日中それぞれ0.33，0.70）が男性（日中それぞれ0.63，0.82）より大きい。また，中国に比べ，

日本の場合，正規と非正規間の賃金格差の男女差異は大きい。

第五に，職業別賃金格差の状況については，管理職の場合，日中とも，正規と非正規間の賃金格

差は一番小さい（日中それぞれ1.10，0.72）。また，中国の場合，現場生産職の場合，その賃金格差

は0.82で一番大きく，日本の場合，事務職の場合，その賃金格差は0.27で一番大きい。

第六に，企業規模別賃金格差については，中国において，従業員の人数が「1～99人」の企業の

場合，正規と非正規間の賃金格差は0.74であり，「1000人以上＋官庁」の企業の場合，その賃金格

差は0.89である。日本において，「１～99人」の企業の場合，正規と非正規間の賃金格差は0.60であ

り，「1000人以上＋官庁」の企業の場合，その賃金格差は0.23である。中国の場合，企業規模が大

きいほど，正規と非正規間の賃金格差が小さくなる一方，日本の場合，企業規模が大きければ，そ

の賃金格差が大きくなる。

第七に，産業別の賃金格差については，日中とも，いずれも第一次産業の場合，その賃金格差は

一番小さい（日中それぞれ0.64，1.67）。それに対して，第三次産業の場合，その賃金格差は一番大

きい（日中それぞれ0.36，0.67）。

以上から，日本と中国において，正規と非正規において，学歴，年齢，性別，職業分布や産業分

布などの各要因の量が異なり，各要因による正規と非正規就業者の賃金格差が異なることが示され

る。しかし，これらの各要因の量の違いは，どの程度それぞれの賃金格差に影響を与えるか，また

各要因の量の差で説明できないものが，どの程度その賃金格差に影響を与えるかは必ずしも明確で

はない。以下では，計量分析の結果を用いてこれらの問題を解明する。（つづく）

（ま・きんきん　慶應義塾大学先導研究センター研究員）
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